
 

 

 

 

 

カーボンフットプリント製品種別基準（CFP-PCR） 

 

（認定CFP-PCR番号：PA-CE-02） 

 

対象製品：経営管理・組織基盤支援システム 

 

 

 

 

 

 

 

 

2014年 3月 25日 認定 

 

カーボンフットプリントコミュニケーションプログラム 

 

※認定CFP-PCRの有効期限は認定日より5年間とする。 

※このCFP-PCRに記載されている内容は、カーボンフットプリントコミュニケーションプログラムにおいて、関係事業者

等を交えた議論の結果として、CFP-PCR改正の手続を経ることで適宜変更および修正することが可能である。 

 

 

  



 “経営管理・組織基盤支援システム” 

Carbon Footprint of Products- Product Category Rule of 

“Reporting System with Database” 

 

 本文書は、一般社団法人産業環境管理協会が運営管理する「カーボンフットプリントコミュニケーションプログラム」（CFPプロ

グラム）において、「経営管理・組織基盤支援システム」を対象としたCFPの算定・宣言のルールについて定める。 

 CFP の算定・宣言を行おうとする事業者等は、本文書および「カーボンフットプリント算定・宣言に関する要求事項」に基づい

て、CFPの算定・宣言を行う。 

 

No. 項目 内容 

1 適用範囲 この CFP-PCR は、CFP プログラムにおいて「経営管理・組織基盤支援システム」を対

象とするCFP算定およびCFP宣言に関する規則、要求事項および指示事項である。 

なお、対象製品の関係法令に抵触する内容については、法令順守を優先する。 

 

2 対象とする製品種別の定義 

2-1 製品種別 この CFP-PCR の対象とする「経営管理・組織基盤支援システム」とは、主としてパッケ

ージソフトウエアおよびデータベース管理システムを組み合わせ、法規制対応や経

営管理等、各種業務分野で行われる帳票作成作業を自動化等により支援するシステ

ムをいう。ただし、現時点では、「GHS対応MSDS作成業務」を対象とするシステムに

限る。 

注記： この CFP-PCR では、業務分野ごとに対象業務および算定シナリオを規定

し、使用・維持管理段階の GHG 排出量を算定するアプローチを採用する。した

がって、今後、各種業務分野における対象業務および算定シナリオが追加され、

このCFP-PCRが改訂されることで、対象システムの範囲は拡大される。 

 

2-2 機能 経営管理・組織基盤支援システムの提供およびその使用 

2-3 算定単位 

（機能単位） 

販売単位とする。ただし、販売された製品は、パッケージソフトウエアの想定寿命（使

用年数）を通じ使用・維持管理されるものとし、この期間を通じ排出されるGHG排出量

を算定しなければならない。 

なお、この想定寿命（使用年数）は次の①～③の優先順位で設定する。①、②の設定

が困難な場合は，その理由を明記し，③の法定耐用年数を用いることが可能である。 

①契約書、製品仕様書等に記載されたパッケージソフトウエアの保証期間を使用す

る。 

②公的統計資料等を用いて、パッケージソフトウエアに関する平均的な使用年数を

算定し、その根拠を明確にして、使用する。根拠の妥当性については検証の対

象とする。 

③パッケージソフトウエアの法定耐用年数を使用する（附属書 F参照）。 

 

2-4 対象とする構成要素 次の構成要素を対象とする。 

＜システムに係るソフトウエア＞ 

・パッケージソフトウエア 

・RDBMS 

・その他ソフトウエア 

＜システムに係る ICT機器＞ 

・サーバ機器 

・クライアント PC 

・周辺機器 

＜システムに係るサービス＞ 

・システム開発サービス 

・ソフトウエア製品サポートサービス 



・その他サービス 

＜設備機器＞ 

・（使用・維持管理段階で必要となる）設備機器 

＜消耗品＞ 

・（使用・維持管理段階で必要となる）紙 

 

3 引用規格および引用

CFP-PCR 

現段階（2014年3月）で引用するCFP-PCRはない。 

4 用語および定義 ① パッケージソフトウエア 

業務の支援機能を実現する汎用的なソフトウエアであって、複数の利用者に供

給され得るものを指す。 

② データベース管理システム 

データベースの定義、生成、操作、制御、管理および使用のための、ハードウエ

アおよびソフトウエアに基づいたシステムを指す。 

③ RDBMS 

リレーショナルという概念に基づき構成されるデータベース管理システムを指

す。 

④ その他ソフトウエア 

パッケージソフトウエア、および RDBMS を除くソフトウエアで、パッケージソフト

ウエアの使用に必要となるソフトウエアを指す。ただし、パッケージソフトウエア

の導入に関して直接的に認識されるとは考えられないソフトウエアは除いてよい

（例えば、サーバ機器の運用管理ソフトウエアは除く）。 

⑤ サーバ機器 

演算処理装置（CPU）、主記憶装置、入出力制御装置および電源装置から構成さ

れ、ネットワークを介してサービス等を他のコンピュータ装置に提供するために、

24 時間稼動することを前提に設計されたコンピュータ装置。オペレーティングシ

ステム（OS）を備えるように設計され、ユーザアプリケーションをインストール、動

作させることができなければならない。コンピュータネットワークにおいて、クライ

アントコンピュータに対し、自身の持っている機能やデータを提供するコンピュ

ータのこと。インターネットにおけるWWWサーバなどが該当する。 

⑥ クライアント PC 

個人で利用するコンピュータシステムを指す。 

⑦ 周辺機器 

パッケージソフトウエアの使用に必要となる外部記憶装置等の機器を指す。ただ

し、パッケージソフトウエアの導入に関して直接的に認識されるとは考えられな

い周辺機器は除いてよい。 

⑧ システム開発サービス 

パッケージソフトウエアの契約に際し提供される、情報システムの要件定義、基

本設計、開発、検査、環境構築、ユーザテストに関するサービスを指す。 

⑨ ソフトウエア製品サポートサービス 

パッケージソフトウエアの契約に際し提供される、ソフトウエア保守、バージョン

アップ等のサポートサービスを指す。 

⑩ その他サービス 

パッケージソフトウエアの契約に際し提供される、システム開発サービス、ソフト

ウエア製品サポートサービスを除くサービスを指す。 

 例 データベースコンテンツ提供サービス 

⑪ 設備機器 

（対象業務に利用される）オフィスのエネルギー消費源となる設備機器を指す。

なお、この設備機器には、空調機、照明器具、事務機器が含まれる。 

⑫ 情報システムの要件定義 



機能要件、非機能要件等、情報システムの要件を定義する工程を指す。 

⑬ 情報システムの基本設計 

定義された要件をシステムの外部仕様に変換する工程を指す。 

⑭ 情報システムの開発 

基本設計で定義した外部仕様に対して、その内部の仕様を定義し、プログラムの

開発および環境構築を実施する工程を指す。 

⑮ 情報システムの検査 

機能要件の設計に関する確認や非機能要件の設計に関する確認等、実装が設

計どおり動作することを確認する工程を指す。ただし、ユーザテストは除く。 

⑯ 情報システムの環境構築 

ICT 機器の設置および立上げ、ソフトウエアのインストールを実施する工程を指

す。 

⑰ 情報システムのユーザテスト 

本番環境の様々な状態において、システムが設計した内容を満たせるか確認す

る等、情報システムの全体をテストする工程を指す。 

⑱ GHS 

(The Globally Harmonized System of Classification and Labelling of Chemicals) 

化学品の分類および表示に関する世界調和システムを指す。 

⑲ MSDS (Material Safety Data Sheet) 

化学物質等について、化学物質、製品名、供給者、危険有害性および緊急時対

応などに関する情報を記載する文書を指す。 

⑳ CAS番号 

CAS(Chemical Abstract Service)が運営する化学物質名の登録制度にて付与され

る化学物質に固有の識別番号を指す。 

○21  化審法番号 

化審法（化学物質の審査および製造等の規制に関する法律）既存化学物質名

簿および新規に届出され、官報に掲載された新規化学物質の官報公示整理番

号を指す。 

5 製品システム（データの収集範囲） 

5-1 製品システム（データの収

集範囲） 

次のライフサイクル段階を対象とする。なお、当該システムの流通に係る輸送は原材

料調達段階に計上しているため、流通段階は対象外とする。 

・ 原材料調達段階 

・ 生産段階 

・ 使用・維持管理段階 

・ 廃棄・リサイクル段階 

5-2 カットオフ基準およびカッ

トオフ対象 

カットオフ対象とする段階、プロセスおよびフロー】 

・構成機器およびソフトウェアを生産する設備などの資本財の使用時以外の負荷 

・システム化製品利用場所である施設や建物などの建設に係る負荷 

・投入物を外部から調達する際に使用される容器包装や輸送資材の負荷 

・構成機器およびソフトウェアの容器包装や輸送資材、取扱説明書の負荷 

・ソフトウェアを格納するメディアの負荷 

・ソフトウェアの調達輸送の負荷 

・副資材のうち、マスク、軍手等の汎用的なものの負荷 

・事務部門や研究部門などの間接部門に係る負荷（ソフトウェアの設計・開発部門は除

く） 

・土地利用変化に係る負荷 

 

【カットオフ基準の特例】 

特に規定しない。 

5-3 ライフサイクルフロー図 附属書 A（規定）に一般的なライフサイクルフロー図を示す。CFP の算定時には、この



ライフサイクルフロー図から外れない範囲で算定製品ごとに詳細化したライフサイクル

フロー図を作成しなければならない。 

6 全段階に共通して適用するCFP算定方法 

6-1 一次データの収集範囲 一次データの収集範囲は(7-2)、(8-2)、(9-2)および(10-2)に記載する。 

なお、一次データの収集範囲外のデータ収集項目についても、必要に応じて一次デ

ータを収集してよい。 

6-2 一次データの品質 特に規定しない。 

 

6-3 一次データの収集方法 特に規定しない。 

6-4 二次データの品質 【地理的な範囲の基準】 

地域差は考慮しない。 

6-5 二次データの収集方法 特に規定しない。 

6-6 配分 特に規定しない。 

6-7 シナリオ 【輸送に関するデータ収集】 

輸送量（または燃料使用量）に関して一次データの収集が困難な場合、および各段階

でシナリオを設定していない場合は、附属書 D（規定）のシナリオを使用しなければな

らない。 

6-8 その他 特に規定しない。 

7 原材料調達段階に適用する項目 

7-1 データ収集範囲に含まれ

るプロセス 

次のプロセスを対象とする。 

①ソフトウエア（パッケージソフトウエア、RDBMS、その他のソフトウエア）の設計およ

び開発に係るプロセス 

②ICT機器（サーバ機器、クライアント PC、周辺機器）の製造および輸送に係るプロセ

ス 

③消耗品（紙）の製造および輸送に係るプロセス 

 

7-2 データ収集項目 次表に示すデータ項目を収集する。 

 

①ソフトウエアの設計および開発に係るプロセス＞ 

活動量の項目名 
活動量 

の区分 

活動量に乗じる 

原単位の項目名 

「パッケージソフトウエア」 

の構成量 [円 または 人・時]」 
一次 

「パッケージソフ

トウエア」 

設計および開発に

係る原単位 

[kg-CO2e /円] 

または 

[kg-CO2e/人・時] 

「RDBMS」 

の構成量[円]」 
一次 

「RDBMS」 

設計および開発に

係る原単位 

[kg-CO2 e /円] 

「その他ソフトウエア」 

の構成量[円]」 
一次 

「その他ソフトウエ

ア」 

設計および開発に

係る原単位 

[kg-CO2 e /円] 

 

【配分のためのデータ収集項目】 

・ソフトウエア、RDBMSの使用年数（想定寿命）[年] 



 

②ICT機器の製造および輸送に係るプロセス＞ 

活動量の項目名 
活動量 

の区分 

活動量に乗じる 

原単位の項目名 

「サーバ機器」、「クライアント PC」、「周辺

機器」 

の構成量 [kg] 

一次 

「サーバ機器」 

「クライアント PC」 

「周辺機器」 

製造に係る原単位 

[kg-CO2 e /kg] 

「サーバ機器」、「クライアント PC」、「周辺

機器」の輸送量 

(輸送トンキロ)[tkm] 

一次 

または 

シナリオ 

「輸送トンキロあたり

の燃料消費」 

原単位 

[kg-CO2e/tkm] 

 

③消耗品の製造および輸送に係るプロセス＞ 

活動量の項目名 
活動量 

の区分 

活動量に乗じる 

原単位の項目名 

「紙」 

の消費量 [kg]」 
一次 

「紙」 

製造に係る原単位 

[kg-CO2e/kg] 

「紙」 

の輸送量 

(輸送トンキロ) [tkm]」 

一次 

または 

シナリオ 

「輸送トンキロあたり

の燃料消費」 

原単位 

[kg-CO2e/tkm] 

 

 

7-3 一次データの収集方法お

よび収集条件 

＜ソフトウエアの設計および開発に係るプロセス＞ 

・ パッケージソフトウエアの構成量 

パッケージソフトウエアの構成量は、金額または作業工数に基づき収集する。 

 金額で収集する場合 

見積書記載のパッケージソフトウエアの構成等から計算する(パッケージソフトウ

エアの単価×構成数)。 

なお、パッケージソフトウエアの単価は、製造原価または販売価格のいずれか

により収集する。 

(製造原価を使用する場合） 

当該企業で管理している帳票から、パッケージソフトウエア製品の原価を使用す

る。 

（販売価格を使用する場合） 

製品の原価が使用できない場合は、当該企業で管理している契約書、見積書等

から、パッケージソフトウエア製品の販売価格を収集する。 

 作業工数で収集する場合 

見積書記載のパッケージソフトウエアの構成等から計算する(パッケージソフトウ

エアの単位作業工数×構成数)。 

なお、パッケージソフトウエアの単位作業工数は、当該企業で管理している帳票

から、当該ソフトウエアの設計・開発工数を収集する。 

 

・ パッケージソフトウエアの設計および開発に係る単位あたりのライフサイクルGHG

排出量 

パッケージソフトウエアの設計および開発に係る単位あたりのライフサイクルGHG

排出量は、金額比、または、作業工数で、オフィスのエネルギー消費量を当該製



品の設計および開発活動へ配分するよう算定する。なお、算定に必要なデータ

は、次の示す一次データを収集する。 

 オフィスの年間エネルギー消費量 [kg-CO2e/年] 

パッケージソフトウエアの設計および開発に直接関与する部門が 1年間使用す

るオフィスのエネルギー消費量を収集する。たたし、該当部門だけを切り出すこ

とが困難な場合は、パッケージソフトウエアの設計および開発に係る拠点単位で

１年間使用する、オフィスのエネルギー消費量を収集してもよい。 

 オフィスの活動に係る生産高 [円 または 人・時] 

（パッケージソフトウエアの評価基準として、製造原価を使用する場合） 

当該企業で管理している帳票からパッケージソフトウエアの設計および開発に

直接関与する部門の年間の原価総計を取得する。 

（パッケージソフトウエアの評価基準として、販売価格を使用する場合） 

当該企業で管理している帳票からパッケージソフトウエアの設計および開発に

直接関与する部門の年間売上高を取得する。 

（パッケージソフトウエアの評価基準として、作業工数を使用する場合） 

当該企業で管理している帳票からパッケージソフトウエアの設計および開発に

直接関与する部門の年間作業工数を取得する。 

 

なお、複数部門および拠点を有す企業では、オフィスの年間エネルギー消費量

とオフィスの活動に係る生産高の管理単位が異なる場合がある。その場合、次のい

ずれかの方法により、オフィスの年間エネルギー消費量とオフィスの活動に係る生

産高の収集範囲を一致させることとする。 

 収集範囲が一致するよう、オフィスの年間エネルギー収集範囲とオフィスの活動

に係る生産高の収集範囲を拡張する。 

例 年間売上高の管理単位に合わせ、（ソフトウエアの設計および開発に直接関

与する部門の拠点を含む）複数拠点のエネルギー消費量を収集する。 

 フロア面積比により、オフィスのエネルギー消費量を該当部門へ配分する。 

 

7-4 シナリオ 特に規定しない。 

7-5 その他 【配分に関する特例】 

ソフトウエアの設計および開発に係るプロセスに関しては、金額、または作業工数に

基づく配分を使用してよい。 

 

【ソフトウエアおよび ICT機器の構成】 

ソフトウエアおよび ICT 機器の構成量は、システムの使用モデル（附属書 B）に基づ

き、カーボンフットプリント算定事業者が「製品型式（サービスについては、サービス名

称）」と「構成数」を特定し、次の通りデータを収集する。 

 

・ ソフトウエアの構成量 

見積書記載のソフトウエアの構成等から計算する（ソフトウエアの単価×構成数）。 

 

・ ICT機器の構成量 

見積書記載の ICT機器構成等から計算する（機器の単位質量×構成数）。 

なお、機器の単位質量は、製品仕様書等から収集する。 

 

【ソフトウエアおよび ICT機器の構成量の補正】 

ソフトウエアおよび ICT機器については、それぞれの使用年数（想定寿命）に対する

システムの使用年数(想定寿命)の比率を乗じ、構成量を補正する。 

 

【ソフトウエアおよび ICT機器の使用年数(想定寿命)】 



法定耐用年数(附属書F)を使用する。ただし、パッケージソフトウエアについては、2-3

で設定する、パッケージソフトウエアの使用年数(想定寿命)を使用する。 

 

【システムの使用年数(想定寿命)】 

2-3で設定する、パッケージソフトウエアの使用年数(想定寿命)を使用する。 

 

【紙の消費量】 

紙の消費シナリオを設定し、算定する。 

 例 1帳票あたりの紙枚数×帳票件数 

 

8 生産段階に適用する項目 

8-1 データ収集範囲に含まれ

るプロセス 

①情報システムの設計（要件定義および基本設計）に係るプロセス 

②情報システムの開発および検査に係るプロセス 

③情報ステムの導入または移行（環境構築、ユーザーテスト）に係るプロセス＞ 

 

8-2 データ収集項目 次表に示すデータ項目を収集する。 

 

①情報システムの設計（要件定義および基本設計）に係るプロセス 

活動量の項目名 
活動量 

の区分 

活動量に乗じる 

原単位の項目名 

「情報システムの要件定義に係る作業

工数 [人・時]」 

または 

「情報システムの要件定義に係る金額 

[円]」 

一次 

「オフィスのエネル

ギー消費」 

原単位 

[kg-CO2e/人・時] 

または 

[kg-CO2e/円] 

「情報システムの基本設計に係る作業

工数 [人・時]」 

または 

「情報システムの基本設計に係る金額 

[円]」 

一次 

「オフィスのエネル

ギー消費」 

原単位 

[kg-CO2e/人・時] 

または 

[kg-CO2e/円] 

 

②情報システムの開発および検査に係るプロセス 

活動量の項目名 
活動量 

の区分 

活動量に乗じる 

原単位の項目名 

「情報システムの開発に係る作業工数 

[人・時]」 

または 

「情報システムの開発に係る金額 [円]」 

一次 

「オフィスのエネル

ギー消費」 

原単位 

[kg-CO2e/人・時] 

または 

[kg-CO2e/円] 

「情報システムの検査に係る作業工数 

[人・時]」 

または 

情報システムの検査に係る金額 [円] 

一次 

「オフィスのエネ

ルギー消費」 

原単位 

[kg-CO2e/人・時] 

または 

[kg-CO2e/円] 

 

③情報ステムの導入または移行に係るプロセス 



活動量の項目名 
活動量 

の区分 

活動量に乗じる 

原単位の項目名 

「情報システムの環境構築に係る作業

工数 [人・時]」 

または 

情報システムの環境構築に係る金額 [円] 

一次 

「オフィスのエネル

ギー消費」 

原単位 

[kg-CO2e/人・時] 

または 

[kg-CO2e/円] 

「情報システムのユーザテストに係る

作業工数 [人・時]」 

または 

情報システムのユーザテストに係る金

額 [円] 

一次 

「オフィスのエネルギ

ー消費」 

原単位 

[kg-CO2e/人・時] 

または 

[kg-CO2e/円] 

 

 

8-3 一次データの収集方法お

よび収集条件 

・ 生産段階の各プロセスに係る作業工数 

当該企業で管理している帳票から、生産段階の各プロセスに係る作業工数実績を

収集する。ただし、実績値の特定が難しい場合、この作業工数は、データ収集期

間(6-2)における平均値として計算してもよい。さらに、実績の収集が困難な場合、

契約書等に記載している作業の見積もり工数を使用してもよい。 

 

・ 生産段階の各プロセスに係る金額 

当該企業で管理している帳票から、生産段階の各プロセスに係る契約金額を収集

する。ただし、実績値の特定が難しい場合、この金額は、データ収集期間(6-3)に

おける契約金額の平均値として計算してもよい。さらに、実績の収集が困難な場

合、契約書等に記載している作業の見積もり金額を使用してもよい。 

 

注記：実績値の特定が難しい場合とは、使用・維持管理段階のシナリオとして、平均

的な使用状況を想定する場合を指す。 

例（GHS対応MSDS作成業務支援システムの場合） 

MSDS年間発行件数として、二次データ(附属書B.1.7の化学物質製品のMSDS

作成に係る実態調査結果)を使用する場合 

 

8-4 シナリオ 特に規定しない。 

8-5 その他 【配分に関する特例】 

生産段階の各プロセスに関しては、作業工数、または、金額に基づく配分を

使用してよい。 

9 使用・維持管理段階に適用する項目 

9-1 データ収集範囲に含まれ

るプロセス 

次のプロセスを対象とする。 

①オフィスのエネルギー消費に係るプロセス 

②ソフトウエア製品サポートサービスのエネルギー消費に係るプロセス 

③その他サービスのエネルギー消費に係るプロセス 

 

9-2 データ収集項目 ①オフィスのエネルギー消費に係るプロセス 

活動量の項目名 
活動量 

の区分 

活動量に乗じる 

原単位の項目名 

「パッケージソフトウエアの使用時間 

[人・時]」 

一次 

または 

シナリオ 

「オフィスのエネル

ギー消費」 

単位作業工数あた



りの原単位 

[kg-CO2e/人・時] 

 

②ソフトウエア製品サポートサービスのエネルギー消費に係るプロセス 

活動量の項目名 
活動量 

の区分 

活動量に乗じる 

原単位の項目名 

「ソフトウエア製品サポートサービス

に係る作業工数 [人・時]」 

または 

「ソフトウエア製品サポートサービスに係る

金額 [円]」 

一次 

または 

シナリオ 

「オフィスのエネル

ギー消費」 

原単位 

[kg-CO2e/人・時] 

または 

[kg-CO2e/円] 

 

③その他サービスのエネルギー消費に係るプロセス 

活動量の項目名 
活動量 

の区分 

活動量に乗じる 

原単位の項目名 

「その他サービスのエネルギー消費に

係る作業工数 [人・時]」 

または 

その他サービスのエネルギー消費に係る

金額 [円] 

一次 

または 

シナリオ 

「オフィスのエネル

ギー消費」 

原単位 

[kg-CO2e/人・時] 

または 

[kg-CO2e/円] 

 

 

9-3 一次データの収集方法お

よび収集条件 

・ パッケージソフトウエアの使用時間 

「附属書B」に規定する対象業務および算定シナリオに基づき収集する。 

 

・ ソフトウエア製品サポートサービスに係る作業工数 

当該企業で管理している帳票から、ソフトウエア製品サポートサービスの作業工数

実績を収集する。ただし、実績値の特定が難しい場合、この作業工数は、データ

収集期間における平均値として計算してもよい。さらに、実績の収集が困難な場

合、契約書等に記載している作業の見積もり工数を使用する。 

 

・ ソフトウエア製品サポートサービスに係る金額 

当該企業で管理している帳票から、ソフトウエア製品サポートの契約金額を収集

する。ただし、実績値の特定が難しい場合、この金額は、データ収集期間(6-3)に

おける契約金額の平均値として計算してもよい。さらに、実績の収集が困難な場契

約書等に記載している見積もり金額を使用する。 

 

・ その他サービスに係る作業工数 

ソフトウエア製品サポートサービスに係る作業工数の収集方法および収集条件に

従う。 

 

・ その他サービスに係る金額 

ソフトウエア製品サポートサービスに係る金額の収集方法および収集条件に従う 

 

注記：実績値の特定が難しい場合については(8-3)注記に示す。 

 

9-4 シナリオ 【使用シナリオに関する規定】 

附属書B(規定)に示す。 



9-5 その他 【配分に関する特例】 

 ・オフィスのエネルギー消費に係るプロセスに関しては、作業時間に基づく配分を使

用してもよい。 

・ソフトウエア製品サポートサービス、およびその他サービスのエネルギー 

 消費に係るプロセスに関しては、作業工数、または、金額に基づく配分を 

 使用してよい。 

 

10 廃棄・リサイクル段階に適用する項目 

10-1 データ収集範囲に含まれ

るプロセス 

次のプロセスを対象とする。 

①ICT 機器（サーバ機器、クライアント PC、周辺機器）の処理施設への輸送および廃

棄・リサイクル準備処理 

②消耗品の処理施設への輸送および廃棄・リサイクル準備処理 

 

10-2 データ収集項目 次表に示すデータ項目を収集する。 

 

①ICT 機器（サーバ機器、クライアント PC、周辺機器）の処理施設への輸送および廃

棄・リサイクル準備処理 

活動量の項目名 
活動量 

の区分 

活動量に乗じる 

原単位の項目名 

「サーバ機器」、「クライアント PC」、「周

辺機器」の各処理施設への輸送量 

（輸送トンキロ)[tkm]」 

一次 

または 

シナリオ 

「輸送トンキロあたり

の燃料消費」 

原単位 

[kg-CO2e/tkm] 

「サーバ機器」、「クライアント PC」、「周辺

機器」の各処理方法ごとの排出量[kg] 

一次 

または 

シナリオ 

「各処理方法」 

処理原単位 

[kg-CO2/kg] 

「サーバ機器」、「クライアント PC」、「周辺

機器」のうち化石資源由来成分焼却処理

の量[kg]」 

一次 

または 

シナリオ 

「各化石資源由来成分

焼却処分」 

原単位 

[kg-CO2/kg] 

「サーバ機器」、「クライアント PC」、「周辺

機器」のうち有機物成分埋立処理の量

[kg] 

一次 

または 

シナリオ 

「各有機物成分」 

嫌気性分解原単位 

[kg-CO2/kg] 

「サーバ機器」、「クライアント PC」、「周辺

機器」のリサイクルの準備プロセスで処

理される量[kg] 

一次 

または 

シナリオ 

「処理施設におけるリ

サイクルの準備処理」 

原単位 

[kg-CO2/kg] 

 

②消耗品の処理施設への輸送および廃棄・リサイクル準備処理 

活動量の項目名 
活動量 

の区分 

活動量に乗じる 

原単位の項目名 

「紙」の各処理施設への輸送量 

（輸送トンキロ)[tkm]」 

 

一次 

または 

シナリオ 

「輸送トンキロあたり

の燃料消費」 

輸送トンキロあたりの

燃料消費原単位 

[kg-CO2e/tkm] 

「紙」 

処理方法ごとの排出量[kg]」 

一次 

または 

シナリオ 

「各処理方法」 

処理原単位 

[kg-CO2/kg] 

 



 

10-3 一次データの収集方法お

よび収集条件 

特に規定しない。 

10-4 シナリオ ・輸送に関しては、一次データの収集が困難な場合は附属書Dのシナリオを使用して

もよい。 

・ICT機器の廃棄物の処理は、一次データの収集が困難な場合は附属書Cの

シナリオを使用してもよい。 

10-5 その他 特に規定しない。 

11 CFP宣言方法 

11-1 追加情報 【必須表示内容の規定】 

数値表示を行う場合の追加表示部には、次の内容を表示する。表示例は、補足説明

（1）に示す。 

 

・ カーボンフットプリントマークの説明 

消費者に分かりやすいよう、必須情報部に付与する数値の説明を記載しなければ

ならない。 

 

・ カーボンフットプリントの算定条件 

消費者に誤解を与えないよう配慮する観点から、カーボンフットプリントの算定に

使用した、システム構成を記載しなければならない。 

また、使用に係るGHG排出量の計算根拠を示すよう、次の記載をしなければなら

ない。 

 

【GHS対応MSDS作成業務支援システムの場合】 

 使用に係るGHG排出量の計算根拠となるMSDS年間発行件数について、デ

ータの出典を追加表示しなければならない（例 「製品の使用に係るGHG排

出量は、弊社導入事例（電気機器メーカ）に基づき計算しております」）。 

特に、「附属書B.1.7の化学物質製品のMSDS作成に係る実態調査結果」の

MSDS年間発行件数を使用する場合は、次の記載を追加表示しなければなら

ない。 

 

「製品の使用に係るGHG排出量は、化学品メーカ160社を対象に実施した実

態調査の結果に基づき計算しております。 

（実態調査は、2010年8月 CFP制度試行事業PCR原案策定時に実施）」 

 

なお、追加情報の表示方法については、カーボンフットプリント値を検証する際に、そ

の妥当性を確認することとする。 

また、「カーボンフットプリントの算定結果と表示方法の詳細情報」に、算定対象とする

構成要素として、「製品型式（サービスについては、サービス名称）」と「構成数」を開示

しなければらならい。ただし、ICT 機器とソフトウエアに関し、他社品等のため「製品型

式」を開示することが困難な場合には、製品型式の代わりに、構成量を示す情報（ICT

機器については「単位質量」、ソフトウエアについては「単価」）を開示してもよい。この

場合、対象品の属する分類(デスクトップパソコン/ノートパソコン等)も合わせて開示す

ることが望ましい。 

 例 サーバ機器 □台 製品型式××× 

クライアントPC □台 (●kgのデスクトップパソコンを想定) 

 

11-2 登録情報 特に規定しない。 

11-3 その他 特に規定しない。 



 



補足説明 

 

（1） カーボンフットプリントの表示例は次の通り。 

 

 



附属書A：ライフサイクルフロー図（規定） 

 

 原材料調達原材料調達 生産生産 流通流通 使用・維持管理使用・維持管理 廃棄・リサイクル廃棄・リサイクル

ICT機器の製造および
輸送に係るプロセス

製品サポートサービスのエネルギ
ー消費に係るプロエス

要件定義 基本設計

サーバ機器 輸送

エネルギーの製造・供給プロセス
は省略

輸送燃料の製造・供給プロセス
は省略

対象外

凡例

廃棄・リサイクル
準備処理

ソフトウエアの設計・開発および
輸送に係るプロセス

情報システムの設計に
関わるプロセス

オフィスのエネルギー消費に
係るプロセス

ICT機器の処理施設への輸送および
廃棄・リサイクル準備処理に係るプロセス

輸送サーバ機器

パッケージソフトウエア

RDBMS

その他ソフトウエア

情報システムの開発に
関わるプロセス

開発 検査

情報システムの導入又は移行に
関わるプロセス

環境構築 ユーザテスト消耗品の製造および
輸送に係るプロセス

紙 輸送

その他サービスのエネルギー消費
に係るプロセス

周辺機器 輸送

周辺機器 輸送
廃棄・リサイクル
準簿処理

消耗品の処理施設への輸送および
廃棄・リサイクル準備処理に係るプロセス

紙 輸送
廃棄・リサイクル
準備処理

クライアントPC 輸送

クライアントPC 輸送
廃棄・リサイクル
準備処理



附属書 B：対象業務および算定シナリオ (規定) 

 

 この CFP-PCRでは、業務分野ごとに対象業務および算定シナリオを規定し、使用・維持管理段階の GHG排出量を算定す

るアプローチを採用している。次に、それぞれの業務分野に係る規定を示す。 

 

B.1 GHS対応MSDS作成業務 

 

B.1.1 GHS対応MSDS作成業務の定義 

対象とするGHS対応MSDS作成業務は、次の業務機能、および業務機能ごとの具体的作業内容から構成させるもの

とする。 

 

B.1.1.1 業務機能 

業務を構成する機能は、業務区分、プロセス(工程)、アクティビティ(活動)、オペレーション(作業）の階層から成る

ものとし、それぞれの機能の関連を業務フローとして図 B.1.1に示す。なお、業務区分、プロセス（工程）、およびア

クティビティ（活動）は、オペレーション(作業）を分類するための上位概念である。 

 

B.1.1.2 業務機能の具体的作業内容 

GHS対応MSDS作成業務機能-オペレーション(作業)の具体的作業内容は次の通り。 

 

a) MSDS新規作成 

1) 成分調査 

1.1) 成分の特定と記録 

1.1.1) 成分の特定 

製品仕様から、製品の成分を特定する。なお、購入品の原材料については、原材料 MSDS を入手する。ま

た、混合物である原材料については、原材料の成分まで特定する。 

1.1.2) 成分の記録 

特定した成分を記録する。 

1.2) 含有量の特定と記録 

1.2.1) 含有量の特定 

製品仕様、および原材料MSDSから、製品の成分の含有量を特定する。 

1.2.2) 含有量の記録 

成分の含有量を記録する。 

1.3) MSDSの作成判断と特定成分の公開判断 

1.3.1) MSDSの作成判断 

法規制やガイドライン、自社作成基準に基づき、該当製品を MSDS の作成対象とするか、もしくは対象外と

するかの判断を行う。 

1.3.2) 特定成分の公開判断 

法規制やガイドライン、自社作成基準に基づき、特定成分の公開、もしくは非公開の判断を行う。 

2) 危険有害性調査 

2.1) 成分のCAS番号と化審法番号の収集 

2.1.1) 成分のCAS番号の収集 

国、公的機関、研究機関、原材料MSDS等の情報源から成分のCAS番号を収集する。 

2.1.2) 成分の化審法番号の収集 

国、公的機関、研究機関、原材料MSDS等の情報源から成分の化審法番号を収集する。 

2.2) 危険有害性情報の収集 

2.2.1) 物理的および化学的性質情報の収集 

国、公的機関、研究機関、原材料MSDS、および試験機関の測定結果等の情報源から物理化学的危険性を

収集する。 

2.2.2) 安定性および反応性情報の収集 

国、公的機関、研究機関、原材料MSDS、および試験機関の測定結果等の情報源から安定性および反応性



情報を収集する。 

2.2.3) 有害性情報の収集 

国、公的機関、研究機関、原材料MSDS、および試験機関の測定結果等の情報源から有害性情報を収集す

る。 

2.2.4) 環境影響情報の収集 

国、公的機関、研究機関、原材料MSDS、および試験機関の測定結果等の情報源から環境影響情報を収集

する。 

 

3) GHSの判定 

3.1) 化学物質および混合物のGHSの判定 

3.1.1) 危険有害性区分判定 

製品、もしくは成分について、危険有害性に関連するデータを特定する。その上で、危険有害性の分類基

準 2)とデータを比較検討して、製品、もしくは成分に該当する危険有害性区分を判定する。 

注 2 危険有害性の分類は、「JIS Z 7252：2009  GHSに基づく化学物質等4.2 分類基準および分類手順」

に規定されている基準に従う。 

3.1.2) 混合物の類推判定 

成分ごとの危険有害性区分から、混合物の区分を類推し分類 3)する。 

注 3 混合物の分類は、「JIS Z 7252：2009  GHSに基づく化学物質等 4.2 分類基準および分類手順」に

規定されている推奨手順に従う。 

3.2) ラベル要素の選定 

3.2.1) シンボルの選定 

GHSによる危険有害性の区分に対応するシンボルを選定する。 

3.2.2) 注意喚起語の選定 

GHSによる危険有害性の区分に対応する注意喚起語を選定する。 

3.2.3) 危険有害性情報の選定 

GHSによる危険有害性の区分に対応する危険有害性情報を選定する。 

3.2.4) 注意書きの選定と編集 

GHSによる危険有害性の区分に相当する注意書きの候補を選定し、対応付けを行う。また、注意書きの文書

化、簡潔化を行い、付加する説明事項、省略できる事項、補足事項等の必要なマークについて編集する。 

 

4) 法規制調査 

4.1) 適用法制の特定と記録 

4.1.1) 製品に係る適用法令の特定と記録 

製品の引火点等から、消防法等の該当法規を特定し、製品に適用される法令名称を記録する。 

4.1.2) 成分に係る適用法令の特定と記録 

製品の成分ごとに製品中の含有量等を考慮しつつ、該当法規を特定し、適用される法令名称を記録する。 

 

5) MSDS文書作成 

注記 この作業は、「JIS Z 7250：2005  化学物質等安全データシート(MSDS)-第1部：内容および項目の順序」、

または「JIS Z7250:2010 化学物質等安全データシート(MSDS)-内容および項目の順序」に従い文書を作成するも

のである。 

5.1) 個別項目の記載 

5.1.1) 製品特定情報の記載 

製品および会社情報、組成および成分情報、適用法令を記載する。 

5.1.2) 危険有害性情報の記載 

危険有害性の要約、物理的および化学的性質、安定性および反応性、有害性情報、環境影響情報を記載

する。 

5.1.3) 取扱い情報の記載 

応急措置、火災時の措置、漏出時の措置、取扱いおよび保管上の注意、暴露防止および保護措置、廃棄上

の注意、輸送上の注意を記載する。 

 



6) MSDSのチェックと登録 

6.1) 記載内容のチェック 

6.1.1) 記載内容のチェック 

記載内容をチェックリストに基づきチェックする。 

6.1.2) MSDS承認と登録 

社内にて、MSDSの内容を承認し、登録する。 

 

7) MSDSの配布と管理 

7.1) MSDSの配布 

7.1.1) MSDS登録伝達 

MSDSの登録を担当者へ伝達する。 

7.1.2) MSDS出力 

顧客提出用のMSDSを印刷する 

7.1.3) 顧客提出 

顧客へMSDSを提出する。 

7.2) MSDSの配布管理 

7.2.1) MSDS配布履歴記録 

MSDSの配布先、配布日および配布理由に関する履歴を記録する。 

 

b) MSDSの更新 

1) MSDSの更新 

1.1) MSDS更新の確認と再配布 

1.1.1) MSDS更新の確認 

危険有害性情報の変更、法令の変更によってMSDSの更新が必要ないか確認する。 

1.1.2) MSDS更新および再配布 

更新が必要となった場合、該当物質を含む製品の MSDS を更新し、再配布する。その際、更新日を記載す

ること 

注記 MSDSの更新時には、“a) -2) 危険有害性調査”から“a)-7) MSDSの配布と管理”までを再実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

図 B.1.1 GHS対応MSDS作成業務の業務フロー
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B.1.2 GHS対応MSDS作成業務支援システムの使用モデル 

使用モデルとして、システムの規模を示す「MSDS年間発行件数」と、支援システムの業務要件となる「GHS対応MSDS作

成業務の支援機能」を次の通り定める。 

 

・ MSDS年間発行件数 

 附属書B.1.4のMSDS年間発行件数 

 

・ GHS対応MSDS作成業務の支援機能 

 GHS対応MSDS作成業務を支援するパッケージソフトウエアは、次の機能から構成されるものとする。なお、算定対象の

パッケージソフトウエアに実装されていない機能は、製品に含まれない機能として、「カーボンフットプリント登録情報」に

情報開示すること。 

 

1) 製品情報管理機能 

製品の成分、および含有量（製品情報）をデータベース化し、その製品情報の登録、編集および参照ができること。 

 

2) 化学物質コンテンツ提供機能 

CAS 番号、化審法番号、GHS 分類情報、危険有害性情報、および取扱い情報を化学物質コンテンツとしてデータ

ベース化し、その情報の登録、編集および参照ができること。化学物質コンテンツの情報は定期的に最新化される

こと。 

 

3) GHSの判定と法規制該非判定機能 

GHSの判定とシンボル、注意喚起語および危険有害性情報の選定、および法規制に基づく化学物質の判定（法規

制該非判定）ができること。 

 

4) MSDS文書作成機能 

製品情報、化学物質コンテンツに基づき、「JIS Z 7250：2005  化学物質等安全データシート(MSDS)-第1部：内容

および項目の順序」または「JIS Z7250:2010 化学物質等安全データシート(MSDS)-内容および項目の順序」に規

定されたフォーマットに合わせ、MSDS文書を自動的に作成できること。 

 

5) 文書管理機能 

MSDS文書をデータベース化し、そのMSDSの登録、編集および参照ができること。 

 

6) 配布履歴管理機能 

MSDSの配布先履歴が管理できること。 
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B.1.3 パッケージソフトウエアの使用時間の算定方法 

パッケージソフトウエアの使用時間は、次の通り算定する。 

GHS対応MSDS作成業務に係るパッケージソフトウエアの使用時間[人・時] 

 =作成対象期間[年]× 

｛α１)[%]/100 ×MSDS新規作成に係る年間の作業時間[人・時/年]+ 

     (1-α[%]/100) ×MSDS更新に係る年間の作業時間[人・時/年] } 

注1 αは、年間のMSDS発行件数に占める新規のMSDS作成件数の割合を表し、MSDS新規作成とMSDS更新とに係

る作業時間の配分を示すパラメータである。 

  

 ここで、MSDS新規作成に係る年間の作業時間[人・時/年]、MSDS更新に係る年間の作業時間は次の通り工程ごとの作業時

間を総計し、算定する。その際、作業時間にはMSDS文書作成に関する作業時間を含むこととする。 

 

・ MSDS新規作成に関する年間の作業時間[人・時/年] 

=成分調査(新規作成)に係る年間の作業時間[人・時/年] 

+危険有害性調査(新規作成)に係る年間の作業時間[人・時/年] 

+GHSの判定(新規作成)に係る年間の作業時間[人・時/年] 

+法規制調査(新規作成)に係る年間の作業時間[人・時/年] 

+その他(新規作成)年間の作業時間[人・時/年] 

 

・ MSDS更新に関する年間の作業時間[人・時/年]＝ 

+危険有害性調査(更新)に係る年間の作業時間[人・時/年] 

+GHSの判定(更新)に係る年間の作業時間[人・時/年] 

+法規制調査(更新)に係る年間の作業時間[人・時/年] 

+その他(更新)年間の作業時間[人・時/年] 
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B.1.4 パッケージソフトウエアの使用時間の算定におけるデータ収集項目 

パッケージソフトウエアの使用時間の算定におけるデータ収集項目は、表B.1.1に示す。 

 

表 B.1.1 データ収集項目について 

Ｎｏ． データ収集項目 単位 データ区分 収集方法および収集条件 

1 MSDS年間発行件数  件/年 一次データ カーボンフットプリント算定事業者にて、実

績データを収集する。ただし、カーボンフ

ットプリント検証時にその妥当性を提示

すること。 

二次データ 附属書B.1.7のMSDS年間発行件数を

使用する。 

2 作成対象期間 年 一次データ 製品の算定単位に従う 

3 α % 一次データ カーボンフットプリント算定事業者にて、実

績データを収集する。ただし、カーボンフ

ットプリント検証時にその妥当性を提示

すること。 

二次データ （一次データの収集が困難な場合) 

100%を使用する。 

（すべて、新規作成を想定したケース） 

4 成分調査(新規作成)に係る年

間の作業時間 

人・時/年 一次データ 「B.1.5 作業時間の測定方法」に従い収集

する。 

二次データ （一次データの収集が困難な場合） 

「B.1.6作業時間(二次)の使用方法および

使用条件」に従い収集する。 

5 GHS の判定(新規作成)に係る

年間の作業時間 

人・時/年 一次データ 「B.1.5 作業時間の測定方法」に従い収集

する。 

二次データ （一次データの収集が困難な場合） 

「B.1.6作業時間(二次)の使用方法および

使用条件」に従い収集する。 

6 危険有害性調査(新規作成)に

係る年間の作業時間 

人・時/年 一次データ 「B.1.5 作業時間の測定方法」に従い収集

する。 

二次データ （一次データの収集が困難な場合） 

「B.1.6作業時間(二次)の使用方法および

使用条件」に従い収集する。 

7 法規制調査(新規作成)に係る

年間の作業時間 

人・時/年 一次データ 「B.1.5 作業時間の測定方法」に従い収集

する。 

二次データ （一次データの収集が困難な場合） 

「B.1.6作業時間(二次)の使用方法および

使用条件」に従い収集する。 

8 その他(新規作成) 年間の作

業時間 

人・時/年 一次データ 「B.1.5 作業時間の測定方法」に従い収集

する。 

二次データ （一次データの収集が困難な場合） 

「B.1.6作業時間(二次)の使用方法および

使用条件」に従い収集する。 
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9 GHS の判定(更新)に係る年間

の作業時間 

人・時/年 一次データ 「B.1.5 作業時間の測定方法」に従い収集

する。 

二次データ （一次データの収集が困難な場合） 

「B.1.6作業時間(二次)の使用方法および

使用条件」に従い収集する。 

10 危険有害性調査(更新)に係る

年間の作業時間 

人・時/年 一次データ 「B.1.5 作業時間の測定方法」に従い収集

する。 

二次データ （一次データの収集が困難な場合） 

「B.1.6作業時間(二次)の使用方法および

使用条件」に従い収集する。 

11 法規制調査(更新)に係る年間

の作業時間 

人・時/年 一次データ 「B.1.5 作業時間の測定方法」に従い収集

する。 

二次データ （一次データの収集が困難な場合） 

「B.1.6作業時間(二次)の使用方法および

使用条件」に従い収集する。 

12 その他(更新) 年間の作業時

間 

人・時/年 一次データ 「B.1.5 作業時間の測定方法」に従い収集

する。 

二次データ （一次データの収集が困難な場合） 

「B.1.6作業時間(二次)の使用方法および

使用条件」に従い収集する。 
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B.1.5 作業時間の測定方法 

成分調査、危険有害性調査、GHS の判定、その他に係る年間の作業時間を一次データとして収集する場合、次の式により、

それぞれの工程 (成分調査、危険有害性調査、GHSの判定、法規制調査、その他)に関する年間の作業時間を算定する。 

 

年間の作業時間[人・時/年] 

=MSDSの年間発行件数[件/年]×1件のMSDS作成に係る作業時間[人・時/件] 

 

1件のMSDS作成に係る作業時間については、カーボンフットプリント算定事業者にて、表B.1.2の条件が満たされるよう表

B.1.3に示すモデル製品のMSDSを作成し、作業開始から終了までの時間を測定する。なお、カーボンフットプリント算定事業

者は、測定条件が満たされていることをカーボンフットプリント検証時に示す必要がある。 

 

表 B.1.2 測定条件 

No． 項目 測定条件 

 1 作成対象製品 ・ 表B.1.3に示したモデル製品を対象にMSDSを作成する。 

2 業務 

シナリオ 

(新規作成) 

成分調査 

(新規作成) 

・ 「B.1.1.2 業務機能の具体的作業内容 a) 1)成分調査」の作業内容に従い

作業を実施する。なお、作業には、該当する文書作成作業を含むものと

する。 

危険有害性調

査 

(新規作成) 

・ 「B.1.1.2 業務機能の具体的作業内容 a) 2)危険有害性調査」に従い作業

を実施する。なお、作業には、該当する文書作成作業を含むものとする。 

GHSの判定 

(新規作成) 

・ 「B.1.1.2 業務機能の具体的作業内容 a) 3)GHSの判定」に従い作業を実

施する。なお、作業には、該当する文書作成作業を含むものとする。 

法規制調査 

(新規作成) 

・ 「B.1.1.2 業務機能の具体的作業内容 a) 4)法規制調査」に従い作業を実

施する。なお、作業には、該当する文書作成作業を含むものとする。 

その他 

(新規作成) 

・ 上記以外の作業については、この項目に含めるものとする。 

業務 

シナリオ 

(更新) 

危険有害性調

査 

(更新) 

・ カーボンフットプリント算定事業者で具体的な作業内容 1)を設定し、作業

を実施することとする。ただし、その妥当性をカーボンフットプリント算定

事業者が用意する作業内容は、カーボンフットプリント値を検証する際に

その妥当性の確認を行うこととする。 GHSの判定 

(更新) 

法規制調査 

(更新) 

その他 

(更新) 

3 開始条件  ・ 製品の成分、および含有量の情報はデータベースへ未入力とする。 

4 終了条件 ・ 「JIS Z 7250：2005  化学物質等安全データシート(MSDS)-第1部：内容

および項目の順序」、または「JIS Z7250:2010 化学物質等安全データシ

ート(MSDS)-内容および項目の順序」に準拠したMSDSが出力されるこ

と。 

注 1 新規作成の場合と異なり、MSDS の更新は有害性情報や法令の変更というトリガにより作業内容が異なる。したがっ

て、MSDSの更新における実態に沿った標準的な作業内容を設定することが必要となる。 
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表B.1.3 モデル製品の成分、組成、主要該当法規制 

Ｎｏ． 成分 組成[%] 主要該当法規 

1 トルエン 50 化管法、化審法、毒劇法、労働安全衛生法 

2 キシレン 30 化管法、化審法、毒劇法、労働安全衛生法 

3 塩化メチレン 10 化管法、化審法、労働安全衛生法 

4 ホルムアルデヒド 5 化管法、化審法、毒劇法、労働安全衛生法 

5 N,N-ジメチルホルムアミド 5 化管法、化審法、労働安全衛生法 

 

B.1.6作業時間(二次)の使用方法および使用条件 

成分調査、危険有害性調査、GHS の判定、法規制調査、その他の作業時間は、MSDS 実態調査から得られた推計値を二

次データとして使用する。その際、次の条件に基づき、それぞれの工程(成分調査、危険有害性調査、GHSの判定、法規制調

査、その他)ごとに使用する二次データ(附属書 B.1.7.2.2.2.2)を割り当てること。 

 

a) カーボンフットプリント算定対象製品にて、各工程の作業を情報システム機能により実施可能な場合、情報システム導入

後の推計値(附属書 B.1.7.2.2.2.2)を使用する。 

b) カーボンフットプリント算定対象製品にて、各工程の作業を情報システム機能により実施不可の場合、情報システム導入

前の推計値(附属書 B.1.7.2.2.2.2)を使用する。 

 

ただし、カーボンフットプリント算定事業者が割り当てる二次データは、その妥当性について検証の対象とする。 
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B.1.7 MSDS作成の実態調査 

化学品メーカを対象に実施した「化学物質製品の MSDS 作成に係る実態調査」から、MSDS 作成に要する業務量を

設定する。 

 

B.1.7.1 調査概要 

この調査では、国内の化学品メーカ160社に対するアンケートおよびヒアリング調査により、MSDS作成に要する業

務量の基礎データを収集した(2010年 8月実施)。 

具体的に、アンケート調査では、化学品メーカ 160 社に対し調査票を送付し、各メーカからの回答を集計した(主な

調査項目は表B.1.4に示す)。また、ヒアリング調査では、化学品メーカ 10社のMSDS作成担当部門に対し、アンケー

トと同様の項目をヒアリングした。 

 

表 B.1.4 主な調査項目 

No. 主な調査項目 備考 

1 
現状のMSDS発行済件数  

- 

2 
現状のMSDS発行済件数の内訳 内訳としては、単一物質製品、混合物製品の数、および平均的

な混合物の成分の数を調査 

3 
国内向け（和文）新規MSDSの年間発行数(更

新も含む) 
- 

4 
現状のMSDS作成方法 作成方法としては、情報システムを導入、人手で作成、外部に

作成依頼の 3種に区分して調査 

5 

1件のMSDS作成に関する必要日数 必要日数は、単一物質製品、混合物製品の場合に分け調査。

また、情報システムを導入している企業については、導入前の

必要日数も調査 

6 

1件のMSDS作成において、最も労力を要する

工程および必要日数 
必要日数は、単一物質製品、混合物製品の場合に分け調査。

また、工程としては、成分調査、GHSの判定、危険有害性調

査 、法規制調査、その他に分け調査 
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B.1.7.2 調査結果 

 

B.1.7.2.1 回答状況 

調査対象企業数と、回答件数は次の通り。 

 

a) アンケート/ヒアリング対象企業数 160件 

1) アンケート 150件 

2) ヒアリング 10件  

b) アンケート/ヒアリング回答企業 57件 回答率 36% 

1) アンケート 50件 

2) ヒアリング 7件 

 

B.1.7.2.2 業務量の推計 

調査により収集したデータから、MSDS年間発行件数と、MSDS作成に関する作業時間を推計する。 

 

B.1.7.2.2.1 MSDS年間発行件数の推計 

 

B.1.7.2.2.1.1 MSDS年間発行件数の推計方法 

MSDS年間発行件数を次の通り推計する。また、使用する調査項目は表B.1.5に示す。 

 

MSDS年間発行件数[件/年]=E｛各社のMSDS年間発行件数[件/年]｝ 

ここで、“E｛｝”は、アンケート/ヒアリング調査データの算術平均である。 

 

表B.1.5 推計に使用する調査項目 

No. 項目 単位 使用する調査項目 

1 各社のMSDS年間発行件数 件/年 

「国内向け（和文）新規MSDSの年間発行数(更

新も含む) 」に、混合物製品の発行比率を乗じ

たデータを使用する。 

なお、混合物製品の発行比率は、「現状の

MSDS発行済件数」に占める混合物製品の発行

済件数の割合とする。 

 

B.1.7.2.2.1.2 MSDS年間発行件数の推計結果 

MSDS年間発行件数の推計結果は表B.1.6の通り。 

表B.1.6 推計結果 

No. 項目 単位 推計値 1) 

1 MSDS年間発行件数 件/年 609  

注 1 ヒアリング/アンケート回答企業を対象に推計値を算出している。 

 

 

B.1.7.2.2.2 MSDS作成に関する作業時間の推計 

 

B.1.7.2.2.2.1 MSDS作成に要する作業時間の推計方法 

情報システムの導入前を想定した手作業(情報システム導入前)、および情報システム導入後の作業について、そ

れぞれの場合におけるMSDS作成に要する年間の作業時間[人・日/年]を推計する([人・時/年]に変換する場合は8[時

間/日]を乗じる)。推計式は次の通り。また、使用する調査項目は表B.1.7に示す。 
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MSDS作成に要する年間の作業時間[人・日/年] 

=E｛各社のMSDS年間発行件数[件/年]×各社のMSDS1件あたりの必要日数[人・日/件]｝ 

 

ここで、“E｛｝”は、アンケート/ヒアリング調査データの算術平均である。また作業時間は、成分調査、危険有

害性調査、GHSの判定、法規制調査、その他の作業別に推計する。 

 

表B.1.7 推計に使用する調査項目 

No. 項目 単位 使用する調査項目 

1 各社のMSDS年間発行件数 件/年 

「国内向け（和文）新規MSDSの年間発行数

(更新も含む) 」に、混合物製品の発行比率を

乗じたデータを使用する。 

なお、混合物製品の発行比率は、「現状の

MSDS発行済件数」に占める混合物製品の発

行済件数の割合を使用する。 

2 
各社のMSDS1件あたりの必要日

数(1)
 

人・日/件 

混合物製品に関する「1件のMSDS作成にお

いて、最も労力を要する工程および必要日数」

を使用する。この必要日数は、「成分調査」、

「GHSの判定」、「危険有害性調査」、「法

規制調査」、「その他」の工程に細分された

データを使用する。 

注（１） MSDS 1件あたりの必要日数については、情報システム導入前と情報システム導入後の

必要日数を各社から調査している。ただし、情報システムを導入していない企業については、現状

（人手で作成）のMSDS 1件あたりの必要日数を「情報システム導入前」の必要日数として使用し

ている(情報システム導入前の推計に使用する)。 
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B.1.7.2.2.2.2 MSDS作成に要する作業時間の推計結果 

MSDS作成に要する工程ごとの年間作業時間の推計結果は表B.5の通り。なお、単位を[人・時/年]に変換する場合は、

8[時間/日]を乗じること。 

 

表B.1.8 MSDS作成に要する工程ごとの年間作業時間 

 

No. 項目 単位 

推計値 

情報システム 

導入前 1) 

情報システム 

導入後 2)
 

1 成分調査 人・日/年 2.82E+02 4.81E+01 

2 危険有害性調査 人・日/年 3.66E+02 1.45E+02 

3 GHSの判定 人・日/年 3.39E+02 8.29E+01 

4 法令調査 人・日/年 3.05E+02 1.01E+02 

5 その他 人・日/年 1.32E+01 2.33E-01 

計 人・日/年 1.30E+03 4.01E+02 

注1ヒアリング/アンケート回答企業の内、現状情報システムを導入しておらず、手作業での必要日数を回

答した企業、および既に情報システムを導入しており、情報システム導入前後の必要日数を回答してい

る企業を対象に推計値を算出している。 

 

注2 ヒアリング/アンケート回答企業の内、既に情報システムを導入しており、情報システム導入前後の必

要日数を回答している企業を対象に推計値を算出している。 
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附属書Ｃ：廃棄･リサイクル準備処理シナリオ（規定） 

 

Ｃ.1 ICT機器の廃棄・リサイクル準備処理シナリオ 

このCFP-PCRでは、次の仮定に基づき、ICT機器の廃棄・リサイクル準備処理におけるGHG排出量を算定する。 

a) 全ての ICT機器は、製造等事業者により回収される。 

b) 回収された ICT機器は、再資源化（リサイクル準備処理まで算定）または廃棄処理される。 

（廃棄処理対象の ICT機器の質量は、「(1-再資源化率)×ICT機器の導入量[kg]」として算定する） 

 

ここで、廃棄処理における GHG 排出量は、焼却 100%とし、金属のように焼却できないものは粉砕および埋立する

ことを基本にシナリオを設定し、算定する。なお、サーバ機器とクライアントPCに関する再資源化率は次を使用する。

それ以外の周辺機器については、カーボンフットプリント算定時に再資源化率を設定することとする。 

 

a) サーバ機器の再資源化率：0.541 (54.1%) 

注記 このCFP-PCRでは、平成 20年度における製造等事業者のデスクトップパソコン（本体）、およびノートバ

ックパソコンの再資源化率の内、低い値をサーバ機器の資源再利用率として設定している(平成 22年版-環境白書-

環境型社会白書/生物多様性白書-環境省編、デスクトップパソコン（本体）：77.3%、ノートバックパソコン：54.1)。 

 

b) クライアント PCの再資源化率： 0.541 (54.1%) 

注記 このCFP-PCRでは、平成 20年度における製造等事業者のデスクトップパソコン（本体）、およびノートバ

ックパソコンの再資源化率の内、低い値をサーバ機器の資源再利用率として設定している(平成 22年版-環境白書-

環境型社会白書/生物多様性白書-環境省編、デスクトップパソコン（本体）：77.3%、ノートバックパソコン：54.1)。 

 

Ｃ.2 消耗品の廃棄・リサイクル準備処理シナリオ 

このCFP-PCRでは、次の方法によって、紙の廃棄・リサイクル準備処理におけるGHG排出量を算定する。 

a) 「2008 年度古紙品種別回収率(古紙ハンドブック 2008Web 版：財団法人古紙再生促進センター)」の調査結果にお

ける、「上白」、「カード」、「模造」、「色紙」、「切符」、「中更反古」、および「雑誌」の回収率合計値44.7%から、紙

の消費量の 45%が古紙として回収（輸送、およびリサイクル準備処理）されるものとする。 

b) 紙の消費量の内、古紙回収されない残りの 55%が、輸送、焼却処理されるものとする。 
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附属書D：輸送シナリオ（規定） 

この CFP-PCR における、一次データが得られない場合の各段階の輸送シナリオを次に示す。また、輸送シナリオ設定

の考え方を附属書Eに示す。 

 

ライフサイクル段階 輸送シナリオ 

原材料調達段階 ①原材料調達輸送 

・国内輸送は 10 トントラックで 500 km片道輸送、積載率50%とする 

・国際輸送は、国内輸送シナリオ（海運輸送前後の陸運共に）にバルク運送船（80,000 

DWT 以下）での海運輸送を追加して計上する。海運輸送距離については、事務局が

提供する参考データを使用すること 

 

生産段階 ①生産段階内でのサイト間輸送 

・国内輸送は 10 トントラックで 500 km片道輸送、積載率50 %とする 

・国際輸送は、国内輸送シナリオ（海運輸送前後の陸運共に）にバルク運送船（80,000 

DWT 以下）での海運輸送を追加して計上する。海運輸送距離については、事務局が

提供する参考データを使用すること 

 

②廃棄物等の処理 

・輸送は 2 トントラックで 100 km片道輸送、積載率50 %とする 

 

廃棄・リサイクル段階 ①廃棄物等の処理 

・輸送は 2 トントラックで 100 km片道輸送、積載率50 %とする 
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附属書E：輸送シナリオ設定の考え方（参考） 

 

輸送シナリオ設定（輸送距離、輸送手段、積載率）の考え方を次に示す。 

 

E.1 輸送距離 

一次データ収集のインセンティブが得られるよう、平均的な距離ではなく、ありうる長めの輸送距離を設定する。 

＜設定例＞ 

（ア） 市内もしくは近隣市間に閉じることが確実な輸送の場合：50 km 

【考え方】県境→県境の距離を想定 

（イ） 県内に閉じることが確実な輸送の場合：100 km 

【考え方】県境→県境の距離を想定 

（ウ） 県間輸送の可能性がある輸送の場合：500 km 

【考え方】東京-大阪程度の距離を想定 

（エ） 生産者→納品先輸送で、納品先が特定地域に限定されない場合：1,000 km 

【考え方】本州の長さ 1,600 kmの半分強 

 

E.2 輸送手段 

モーダルシフト等による物流 CO2 削減対策などのインセンティブが得られるよう基本的にトラック輸送を想定し、物流事業

者は大きな車格、その他は小さめの車格を設定する。 

＜設定例＞ 

（ア） 物流事業者による輸送：10 トントラック 

（イ） 生産者による輸送：2 トントラック 

 

E.3 積載率 

一次データ収集のインセンティブが得られるよう、平均的な積載率ではなく、ありうる低めの積載率を設定する。 

＜設定例＞ 

・積載率が不明な場合：積載率50 % 
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附属書F：法定耐用年数（規定） 

この CFP-PCRでは、国税庁指定の耐用年数に基づき、法定耐用年数を設定する。構成品と耐用年数表との対応は、

表F.1に示すとおり。 

 

表F.1 要素ごとの法定耐用年数一覧 

 

No. 要素 法定耐用年数 出典 

1 サーバ機器 5 

国税庁 耐用年数表、 

耐用年数（器具および備品）（その１）、 

事務機器、通信機器、 

その他のもの 

2 クライアントPC 4 

国税庁 耐用年数表、 

耐用年数（器具および備品）（その１）、 

事務機器、通信機器、 

電子計算機パーソナルコンピュータ（サーバー用の

ものを除く。）その他のもの 

3 パッケージソフトウエア 5 

ソフトウエアの取得価額と耐用年数 

法令 13、54、法基通 7－3－15 の 2～15 の 3、耐令

別表第三、第六 

4 RDBMS 5 

5 その他ソフトウエア 5 
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【CFP-PCR改訂履歴】 

CFP-PCR番号 認定日 改訂内容 

PA-CE-02 2014年3月25日 
CFP プログラムにおける CFP-PCR 書式、規定に対応するよう CFP 制度試行事業

PCRから変更 

 

 

 

 


